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研究の目的 

熊本市の民有地緑化施策のひ
とつである「家庭の森づくり事
業」の実態を明らかにし、今後
の政策課題を探ることを目的と
する。 
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1.はじめに 家庭の森づくり事業とは 
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事業名 開始年度 内 容 

漱
石
の
森
づ
く
り
事
業 

家庭の森
づくり 

Ｈ13年度 
家庭の庭にシンボルツリー（樹高3ｍ以上の樹木
1本）を植栽される方への事業費の50％を補助
（限度額2万円） 

緑の街並
みづくり 

Ｈ13年度 

道路沿いにあるブロック塀等を撤去し生垣へ植
え替え、あるいは生垣を新設される方へ事業費
の1/2を補助（限度額 撤去費5万円、生垣設置
費7万円） 

事業所の
森づくり 

Ｈ13年度 
事業所の敷地内に構造物等を取り壊して緑化、
あるいは生垣や樹木を植栽される方へ事業費の
1/2を補助（限度額30万円） 

街
な
か
の
緑
創

出
事
業 

屋上等 
緑化等 
助成制度 

Ｈ14年度 

建築物の屋上等を利用して緑化を行う者に対し
て、事業費の上限額屋上緑化10万円/㎡、壁面1
万円/㎡、事業費の2/3（計画区域）、または1/2
（市街化区域）を補助（限度額 屋上100万円、壁
面20万円） 



2.調査方法 

4 

•家庭の森づくり事業の申請台帳デー
タから、ARC-GIS Ver10.2（地理情報シ

ステム）を使用して交付件数と交付個
所の分布状況等について実績を調査
分析 

•同事業の植栽工事の施工企業のうち
上位10社（申請件数）に対し、聞き取

り調査を実施 



3.調査結果 
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Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

件数 200 220 226 147 113 100 90 100 108 89 77 55
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家庭の森づくり事業の補助金交付件数の推移（平成13年度～平成24年度） 



家庭の森づくり 補助申請位置図（平成20年度～平成24年度） 

・半径4km以上に77％が分布 

・申請の約9割が新築住宅 

・樹種はヤマボウシ（15％）、シマトネリコ
（13％）が多い 

6 



7 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0-1 1-2 2-3 3-4 4-5 5-6 6-7 7-8 8-9 9-10
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（km） 

（件） 



 

○広報不足か？ 
 →市政だより、ＨＰをはじめ、各種イベント時に積極的に行っ
ており、事業当初の広報回数と遜色なく、むしろ増加している。 
 
○予算の減少か？ 
 →毎年度予算は残っている。 
 
○新築着工件数の影響か？ 
 →熊本市内の新築着工件数は、横ばいないし増加傾向。 

4.考 察 
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申請件数の減少理由 

直接的な要因ではない 
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過去5年の申請書類を見ていると 
施工している企業の偏りを発見！ 

過去5年（平成21年度～25年度）の施工件数 
上位10社を抽出し、聞き取り調査を実施 

最も施工数の多い企業に事情をヒアリング 
市民側から制度の活用を望むのではなく、 
企業側から制度活用を提案していることから、 
施工企業が本事業の重要なプレーヤー 

ある可能性が考えられた 
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・企業の創業年、回答者 
・申請者の特性（年代等） 
・補助活用の提案者（市民OR企業） 
・申請者と請負企業との接点 
・申請支援の状況 
・申請者に対する制度の働きかけ 
・今後の（営業における）補助活用 
・制度の効果 
・制度の改善点 

聞き取り調査の内容 
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■事業の認知度 
 ・市民はこの事業をほとんど知らない。 

■企業の負担 
 ・申請支援を企業側が行っており、その
申請手間は企業の負担となっている。 

■制度の効果 
 ・制度活用により樹木の規格を大きくす 
る効果がある。 

聞き取り調査結果の概要 
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（イ）グループ（Ａ社・Ｂ社） 
・創業10年以内の建築外構を中心の企業 
・熊本市の補助制度を一種の営業戦略として使い業績を伸ばす。 
（ロ）グループ（Ｃ社・Ｄ社） 
・地元で知名度のある住宅エクステリア全般の企業 
・知名度があるため、客からの問い合わせにより仕事がある。 
・企業側から補助活用を薦めることはない。 
（ハ）グループ（Ｅ社・Ｆ社・Ｇ社・Ｈ社） 
・家族経営で新築外構を中心とする創業10～20年の企業 
・住宅建築企業からの紹介他で仕事がある。 

・申請手間は負担であるが、顧客が喜んでくれるので、制度の
活用を薦めている。 
（ニ）グループ（Ｉ社・Ｊ社） 
・公共工事中心の造園会社 

・固定客およびその紹介者等からの問い合わせ、春の植木市の
時に仕事をとっている。 
・申請の手間は惜しまず、積極的に制度の活用を薦めている。 
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5.まとめ 
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• 補助金の交付件数は年々減少傾向にあ
る。 

• 市の郊外部で制度が活用されている。 

• 年々施工を請け負う企業が限定されてき
ている傾向があり、事業推進において施
工企業が重要な役割を果たす。 

 

 市民、施工企業、行政にとってよりよい制度となるよう、今後の
制度見直しの際の現状把握と方向性を示す資料として活用 



ご清聴ありがとうございました 
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